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2025 年 7 月 30 日 

 

各 位 

 

会 社 名 能美防災株式会社 

代 表 者 代表取締役社長 長谷川 雅弘 

（コード：6744、東証プライム市場） 

問合せ先 執行役員（広報室担当）小野 泰弘 

（TEL 03-3265-0230） 

 

外部調査委員会による調査報告書受領に関するお知らせ 

 

 弊社は、2024 年 11 月 27 日公表の「実務経験の不備および外部調査委員会の設置に

ついて」に関し、外部調査委員会を設置し、事実関係の調査、原因分析等を行ってまい

りましたが、2025 年 7 月 29 日、外部調査委員会より「調査報告書」を受領し、本日（同

年 7 月 30 日）、国土交通省へご報告いたしましたので、お知らせいたします。 

 調査結果の詳細につきましては、調査報告書を添付いたしますので、ご参照ください。 

 このたびは、お客様ならびに関係者の皆様には多大なるご心配とご迷惑をおかけする

こととなり、心より深くお詫び申し上げます。 

 今後弊社は、外部調査委員会の指摘を真摯に受け止め、同様の事態を発生させること

のないよう、再発防止に努めてまいります。 

 

記 

 

■能美防災株式会社 外部調査委員会による「調査報告書」について（概要） 

１．調査の概要 

（１）調査対象 

① 能美防災グループの役員及び従業員による監理技術者の資格申請における資  

格要件の不備があったか否か 

② 実務経験を受検要件とする施工管理技術検定における受検要件の不備があっ 

たか否か 

③ 消防設備士試験の受験資格の不備があったか否か 

④ 登録消火設備基幹技能者講習の受講資格の不備があったか否か 

⑤ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）上監理技術者の配置が必要な元請工事に

おける、不正に取得された監理技術者資格者証の利用実績の有無 
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⑥ 上記①ないし④における不備の原因や背景事情を含む能美防災グループの問

題点 

 

（２）調査期間 

   2024 年 11 月 27 日から 2025 年 7 月 29 日まで 

 

（３）調査方法 

  当委員会は、当委員会が設置される前に能美防災が行った社内調査に関する資料

の提供を受け、当該資料の確認を行った。 

  また、能美防災から開示された、組織機構図、組織別在籍図、能美防災の社内規

程、各種資格保有者の一覧表、各種議事録、ヒアリング対象者の経歴台帳、各種資

格取得のための実務経験証明書及びコリンズの登録内容確認書（工事実績）（以下

「コリンズ記録」という。）、能美防災の役員及び従業員が当委員会に提供した資料

等の分析を行った 。 

  さらに、当委員会は、能美防災の役員及び従業員 2147 名、能美防災の国内グル

ープ会社の役員及び従業員 1389 名に対して、アンケート調査を実施し、監理技術

者資格者証の取得申請時及び技術検定受検時に実務経験の不備があったか否か、及

び不備があった者についてはその内容、自分が経験していない実務経験を申告する

方法を思いついた経緯（上司等から指示があった場合にはその詳細）並びに当時の

認識等について調査した。また、その後の調査で、実務要件を充足すると偽って消

防設備士試験を受験した者が複数存在することが判明したことから、能美防災の従

業員 124 名に対して、追加のアンケート調査を実施し、消防設備士試験（甲種）の

受験の際に、実務経験の不備があったか否か、及び不備があった者についてはその

内容、自分が経験していない実務経験を申告する方法を思いついた経緯（上司等か

らの指示があった場合にはその詳細）並びに当時の認識等について調査した。 

加えて、能美防災グループの全役員及び従業員が利用可能なホットライン（特設

通報窓口）を設置し、情報提供を呼び掛けるとともに、能美防災グループの役員、

従業員及び退職者のべ 314 名に対してヒアリングを実施した。 

また、監理技術者等の資格取得の推奨等に関わったと目される合計 3 名の従業員

がエンジニアリング本部第 3 システム施工部においてやり取りを行ったメールを

対象として、デジタルフォレンジック調査を実施した。 

併せて、エンジニアリング本部を訪問し、就業環境、資料の保管状況等の視察を

行った。 

 

２．調査により判明した事実 

（１）監理技術者の資格要件の不備 
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  ア 資格要件の不備があったか否か 

  監理技術者の資格要件に不備があると判定された者の総数は、能美防災の従業

員 78 名 、能美エンジニアリングの従業員 10 名、岩手ノーミの従業員 1 名、八

洲防災設備の従業員 1 名であった。 

  また、この判定において、監理技術者の資格取得のために実務経験証明書に記

載した工事の内容や自身の関与度合いに関する記憶が明確でないため、自主申告

には至らないものの、監理技術者資格証の申請に係る実務経験に不備がある可能

性が否定できないと判定された者が 4 名存在した 。 

 

イ 資格要件の不備が発生した経緯 

（ア）能美防災本社 

  ⅰ 第 3 システム施工部における資格の不正取得の状況等 

  （ⅰ）資格の不正取得の状況 

  エンジニアリング本部第 3 システム施工部は、監理技術者を配置する必

要があるトンネル工事の施工を担当しているところ、本調査の結果、第 3

システム施工部においては、1997 年から 2023 年までの間に、資格要件た

る実務経験に不備があった資格取得者が少なくとも 34 名存在することが

判明した。 

  このうち、1997 年から 2010 年 3 月までの期間において、15 名の不正取

得者が判明した。このうち大半は、当時、第 3 システム施工部の前身であ

る施工技術本部第 2 システム施工部のリーダー・第 3 システム施工部の部

長の立場にあった A 氏から資格申請を促されて申請したものであった。A

氏は、資格申請書類の提出先（技術者センター）に提出した実務経験証明

書も用意したが、不正取得者の供述によれば、当該実務経験証明書は、申

請者が全く関与していない又は実務経験として認められる程には関与し

ていない工事を実務経験として記載したものであり、A 氏はそれを使うよ

うに指示して部下に資格申請をさせていた。また、そのような不正取得者

の中には、申請時の書類としてコリンズ記録を利用したが、そのコリンズ

記録には自身が関与していない工事に自分が担当技術者として登録され

ていた旨を述べる者もいる。 

  また、2010 年 3 月から 2021 年 3 月までの期間においては 9 名、2021 年

3 月から現在（2025 年 7 月 29 日）に至るまでの期間においては 10 名の不

正取得者が判明し、これらの者も当時の上司である部長・リーダーから資

格取得を推奨され、資格申請をしていた。当時の部長・リーダーは、監理

技術者の資格者を増やすために、コリンズの虚偽登録をしたり、その登録

に基づく資格申請を部下に指示したりしており、資格の不正取得を第 3 シ
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ステム施工部内で組織的に行い、かつ主導的立場としてこれに関与してい

たといえる。 

  

（ⅱ）第 3 システム施工部と第 1 営業部との関係及び実態と異なるコリンズの   

虚偽登録 

  第 3 システム施工部は、主に、トンネル工事を担当する部署であるが、

トンネル工事に関する入札等の営業活動を行うのは、エンジニアリング本

部第 1 営業部であり、第 3 システム施工部の施工担当者が関与した工事の

コリンズ登録については、第 3 システム施工部から第 1 営業部の担当者に

対して施工担当者の情報が伝えられ、営業担当者が行っている。 

営業担当者は、誰が施工担当者として適任であるか受注前から検討をし

ており、自身が担当する物件において、複数回工事現場に赴くなどして施

工担当者とコミュニケーションを図るなどしているところ、現場の施工担

当者が誰であるかを把握すること 、及び施工担当者をコリンズに登録す

る際に工事に関与していない者が含まれていた場合にそのことに気付く

ことは可能であると思われる。 

しかし、当委員会の調査では、施工部門の従業員が、自身が関与してい

ないはずの工事にコリンズ登録されていたというケースが相当数確認さ

れているものの、営業担当者が上司である第 1 営業部長や第 3 システム施

工部にコリンズ登録の真偽を問い合わせたという事実は発見されなかっ

た。このことに照らすと、営業部の担当者もエンジニアリング本部内でコ

リンズの虚偽登録が長年にわたり行われてきたことを認識していた、又は、

少なくとも薄々気づきつつ、かなり疑念を持ちながらも黙認する形でコリ

ンズの登録をしていたと考えるのが自然かつ合理的である。 

また、第 1 営業部の部長やリーダーについても、トンネル会議等に出席

して、工事の施工担当者を把握していたといえ、第 1 営業部の部長やリー

ダーもコリンズの虚偽登録を認識又は黙認していたと考えるのが自然か

つ合理的である。 

 

    ⅱ 他部署における資格の不正取得の状況 

  エンジニアリング本部営業部、エンジニアリング本部エンジニアリング部、

消火設備本部等の第 3 システム施工部以外の部署においても 、少なくとも

合計 18 名の資格の不正取得者が検出された。 

第 3 システム施工部以外の部署における資格の不正取得に関しても、その

多くは、当時の上司から資格取得を推奨されたものであり、上司が作成した

実務経験証明書を利用して資格申請した事案も存在した。他方、自主的に資
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格取得を試みたものの、実務経験が不足していたことから、従事していた工

事期間を偽って資格申請をした旨を述べた者も 1 名存在した。 

 

  （イ）支社 

  能美防災の支社においては、受注する工事が監理技術者の配置を必要とする

場合を想定した営業活動を行うなどの観点から、支社に監理技術者の配置が必

要である旨を述べる者が存在した。また、トンネル工事の規模や入札要綱の内

容次第では、監理技術者が少ないと入札に参加することができないことがあっ

た。 

一方、支社で受注する元請工事は少ないため、各支社で勤務する従業員が監

理技術者の資格を取得するために必要となる実務経験を積み上げることは容

易ではなく、支社では資格保有者が不足している旨を述べる者も存在した。 

このように、能美防災の各支社では、監理技術者の確保・増員の必要性が存

在した反面、監理技術者の資格要件である実務経験を積ませるための元請工事

の数が少なく、各従業員が実務経験を充足するのは難しい状況が存在していた。 

こうした背景事情の下、監理技術者の資格の不正取得は、1997 年頃から 2023

年頃まで断続的に発生しており、合計 25 名が監理技術者の資格を不正取得し

たことが判明した。 

 

  （ウ）グループ会社 

  グループ会社においては、合計 12 名の監理技術者の資格の不正取得が判明

し、そのうち能美エンジニアリングでは合計 10 名、岩手ノーミ及び八洲防災

設備では各 1 名が判明した。いずれも、能美防災が関与した事実は認められな

かった。 

 

（２）技術検定に係る受検要件の不備 

  ア 受検要件の不備があったか否か 

  施工管理技士の受検要件に不備があると判定された者の総数は、能美防災の従

業員 25 名 、岩手ノーミの従業員 1 名、八洲防災設備の従業員 2 名であった。 

  また、この判定において、施工管理技士の資格取得のために実務経験証明書に

記載した工事の内容や自身の関与度合いに関する記憶が明確でないため、自主申

告には至らないものの、施工管理技士の受検要件に不備がある可能性が否定でき

ないと判定された者が 4 名存在した。 

 

イ 受検要件の不備が発生した経緯 

（ア）能美防災本社 
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  ⅰ エンジニアリング本部における資格の不正取得の状況 

遅くとも 1999 年頃には、エンジニアリング部に所属する従業員において、       

自身の実務経験の不備を認識しつつ、虚偽の実務経験が記載された実務経験

証明書を自身で作成し、受検の申請に用いていた事案が判明した。 

そして、2003 年頃から 2005 年頃において、当時の第 3 システム施工部の

部長が、第 3 システム施工部及びエンジニアリング部の従業員に対し、実際

には当該従業員が担当していない工事に係る虚偽の実務経験が記載された

実務経験証明書を交付し、当該従業員が受検に際して、それをそのまま用い

て申請をした事案又はそれが疑われる事案が複数発生していたことが判明

した。 

  また、2015 年頃から 2016 年頃にかけて、上司から施工管理技士の取得を

促されたため、又は部門内で多数の者がこの資格を取得していたために、あ

る工事現場に実際に自分が常駐していた期間よりも長い期間の実務経験を

実務経験証明書に記載するなどして申請をした事案が判明した。 

  さらに、2018 年頃には、重複禁止ルールに抵触する事案も判明した。 

 

    ⅱ 他部署における資格の不正取得の状況 

  消火設備本部では、2001 年頃、当時の第 2 システム設計部において、上司

から自身が担当していない虚偽の実務経験が記載された実務経験証明書を

交付され、それをそのまま用いて申請を行った者が少なくとも 1 名存在する

ことが認められた。 

また、同本部では、2001 年及び 2004 年頃に、実務経験がない、又は不足

していることが分かっていながら、従業員が自発的に資格を取得しようと考

え、虚偽の申請を自ら行った事案が複数発生していたことも判明した。 

さらに、CS 設備本部においても、2009 年頃、実務経験がない、又は不足

していることが分かっていながら、従業員が自発的に取得しようと考え、虚

偽の申請を自ら行った者が少なくとも１名存在することが認められた。 

 

  （イ）支社（名古屋支社）における資格の不正取得の状況 

  名古屋支社においては、2003 年頃、自身が経験していない虚偽の実務経験が

記載された実務経験証明書を上司から交付され、それを用いて申請を行った可

能性のある者が少なくとも１名存在することが認められた。 

 

（ウ）グループ会社における資格の不正取得の状況 

岩手ノーミにおいて、2010 年頃、上司から、自身が担当していない工事が実

務経験として記載された虚偽の実務経験証明書が交付され、それを用いて申請
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を行っていた者が少なくとも１名存在することが認められた。 

他方、八洲防災設備では、従業員が自発的に資格取得に及んでおり、上司主

導での資格の不正取得は認められなかった。 

 

（３）消防設備士試験の受験資格の不備 

  ア 受験資格の不備があったか否か 

  消防設備士の受験資格に不備があると判定された者の総数は、能美防災の従業

員合計 60 名であった。 

  また、受験資格に疑義があり、かつ自身の受験資格に関して記憶がなく、合理

的な説明もできない旨を回答した 48 名は、受験資格に不備がある可能性が否定

できないと判定した。 

 

イ 実務経験の不備が発生した経緯 

  2008 年以前は、消防設備士試験甲種に関し、国家資格や学歴による受験資格を

有していない従業員については、実務経験を受験資格として記載するという事実

上の運用がなされており、上司らが実務経験証明書の作成に関与し、不備のある

実務経験証明書を用いて受験するよう指示を出していた事案が判明した。 

上司等から上記の指示を受けた従業員の大半は、実務経験の不備を認識してい

たとしても、特に疑問を持ったり異議を述べたりすることなく、指示に従ってい

た。 

 

（４）登録消火設備基幹技能者講習の受講資格の不備 

  ア 受講資格の不備があったか否か 

  登録消火設備基幹技能者の受講資格に不備があると判定された者の総数は、能

美防災の従業員 6 名であった。 

 

イ 受講資格の不備が発生した経緯 

  第 3 システム施工部の部長やリーダーが実務経験証明書の作成に関与し、実務

経験の要件に不備があるにもかかわらず資格を取得させることがあった。 

 

（５）元請工事における不備のある監理技術者資格者証の利用実績及び安全性に関する   

問題の有無 

   能美防災グループにおいて、監理技術者の資格要件に不備がある者が 90 名、不

備がある可能性が否定できない者が 4 名存在した。 

監理技術者の資格要件に不備がある者が監理技術者資格者証を利用した実績を

調査したところ、合計 91 件の利用実績があったことが判明した。 
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また、監理技術者の資格要件に不備がある可能性が否定できない者が監理技術者

資格者証を利用した実績を調査したところ、合計 3 件の利用実績があったことが判

明した。 

上記の利用実績があった工事のうち、工事完了後に安全性に関する検査の実施 

が予定されている工事中の仕掛物件 6 件を除く計 88 件に関し、能美防災において

当該工事の安全性の確認を求めるアンケートを実施した。その結果、当委員会は、

事務局より、施主からアンケートの回答がなされた工事は 54 件であり、そのうち

施工後の問題が指摘された工事は 3 件であった旨の報告を受けた。この 3 件に関し

ては、いずれも能美防災が行った作業等に関する指摘であり、物件自体の安全性に

関する指摘ではなかった旨の報告を受けた。 

以上のとおり、今回のアンケートでは、物件の安全性に関する問題は不見当であ

ったが、今後万一問題が指摘された場合には、能美防災グループによる迅速かつ適

切な対応が望まれる。 

 

３．原因分析 

  当委員会は、資格の不正取得の誘因となり得る背景事情の下で、能美防災の社員気

質をはじめとする様々な根本原因が複層的に作用したために、本件不正が発生し、か

つそれが長期間にわたり継続してしまったものと考える。 

 

（１）資格の不正取得の誘因になり得る背景事情の存在 

  ア 監理技術者増員の必要性 

   建設業法の改正により一定金額以上の元請工事において、1 名の監理技術者を

配置することが義務付けられることになったため、監理技術者を増やすことが多

くの元請工事を請け負うために必要な条件となっていった。能美防災において、

監理技術者は慢性的に不足していた。 

 

 イ 監理技術者の資格要件である実務経験に該当する工事の少なさ 

   能美防災においては、第 3 システム施工部で取り扱うトンネル工事以外で、監

理技術者の資格要件である実務経験に該当する工事は少なかった 。 

そのため、監理技術者の増員を進めようとしても、資格を取得させたい者に、

当該資格取得に必要な実務経験を積ませることができないという問題に直面し

ていた。 

 

  ウ 経営事項審査や入札要領における加点事由 

  監理技術者や施工管理技士等の資格保有者数は、経営事項審査や入札要項にお  

いて加点事由として定められており、これらの資格保有者数を増やすことは入札
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案件の受注件数の増加に直結するものである。 

能美防災においては、案件の受注件数を増やすことは長年当然の目的とされて

きたため、役員ら幹部が経営事項審査や入札要項における加点事由を全く意識し

ていなかったとは考え難い。 

 

（２）根本原因の分析 

  ア 資格要件である実務経験を軽視する考え方の存在 

   本調査により、監理技術者等の資格において、資格要件である実務経験として

不正確な情報を記載するという共通の手段による不正が発見された。その件数の

多さ、不正が発覚した部署の全社的な広がり具合、不正取得者らの反応からする

と、資格取得に必要な実務経験に係る不正全般に通底する根本原因として、能美

防災グループにおいては長年にわたり、資格要件である実務経験を軽視する考え

方が存在していたことが認められる。 

 

 イ 不正の発生・継続に繋がり得る社員気質 

   能美防災の役員及び従業員にヒアリングを行う中で、能美防災グループの社員

気質として、（ⅰ）上司に追従する傾向がある、（ⅱ）変化を好まず慣行を重視す

る傾向がある、（ⅲ）いわゆる「性善説」で物事を考える傾向があるといった特

徴が指摘された。 

これらが併存することにより、（ⅰ）資格取得の要件たる実務経験に係る不正

の動機を持った上司が部下に対して不正を指示し、部下がそれに追従するという

事象が発生し、（ⅱ）当該事象を後任者や後輩が長年にわたって継承し、（ⅲ）性

善説の考え方の下で、当該事象を疑い、調査するといった動きが起こらないとい

う帰結に至ってしまい、その結果、本件不正が発生・継続してしまったと説明す

ることが可能である。 

 

 ウ 資格に関わる部門における規範意識の鈍麻 

   本件不正の大部分において、エンジニアリング本部第 3 システム施工部の部長

及びリーダー、支社やグループ会社における管理職らが、資格の不正取得の指示

を出すなど主導的な役割を果たしていた。不正な資格取得に主導的な役割を果た

していた施工部門の管理職層は総じて規範意識が鈍麻していたことが認められ

る。 

   また、一般従業員においても、上司等の指示に従って資格の不正取得をするこ

とに、当時、特に問題意識を覚えなかった旨を述べる者も多く、規範意識の鈍麻

が広く存在していた。 

   さらに、第１営業部の一部の者は、第 3 システム施工部が指定した者が工事の
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全ての工期に関与していたわけではないことを認識しつつ、ほとんど罪悪感を持

たず全工期分をコリンズに登録する形でのコリンズの虚偽登録に加担していた

旨や、第 3 システム施工部から指定された者が当該工事に関与していなかったこ

とを認識しつつ、悪いことであるという認識を持たずにコリンズの虚偽登録に加

担していた旨を述べている。このように、第 1 営業部においてコリンズ登録に関

わっていた者の中にも規範意識に問題のある者が存在していた。 

   以上のとおり、エンジニアリング本部等の資格に関わる部門における規範意識

の鈍麻が、本件不正が発生・継続した根本原因の 1 つであると考えられる。 

 

 エ エンジニアリング本部の閉鎖性 

   エンジニアリング本部は、業務内容の専門性が高く、さらに他の本部や部署と

の業務上の接点がほとんどなく、他の事業本部や他部署との人事異動も少なかっ

たため、能美防災の組織内で独立性・閉鎖性の強い本部であったことが認められ

る。また、エンジニアリング本部は、能美防災本社から離れた場所に位置してお

り、物理的にも心理的にも距離があったことから、本社の目の届きにくい本部で

もあった。 

本件不正が発生した各種資格に関しても、エンジニアリング本部内で資格取得

までのプロセスが完結しており、他の事業本部や他部署からのチェックを受ける

ことはなかった。 

このようなエンジニアリング本部の閉鎖性が、エンジニアリング本部に所属す

る従業員の資格に関する規範意識の鈍麻、及び本件不正の発生・継続の一因であ

ったことが認められる。 

 

  オ 資格取得過程のチェック体制の不備 

  エンジニアリング本部第 3 システム施工部においては、部長やリーダーが資格

の取得要件である実務経験に係る不正を主導ないし指示してきた経緯があり、第

3 システム施工部において自浄作用が全く働かない状況であった 。 

  また、第 1 営業部には、コリンズの虚偽登録に加担した担当者がおり、さらに、

コリンズの虚偽登録を認識まではしていなかった担当者であっても、第 3 システ

ム施工部からの連絡に対し、当該技術者らの工事への関連度合い等を確認する必

要があったにも拘わらず、そのような確認を行っていなかった。このような営業

部門のチェック機能の不全も本件不正の発生・継続の一因であったことが認めら

れる。 

  さらに、CSR 推進室についても、監理技術者等の資格の取得手続過程に関し、

社内通達を発出する等の一定の牽制は行っていたものの、資格の不正取得が発生

しないよう牽制する機能を十分に果たせていなかった。 
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  加えて、内部監査に関しても、監理技術者等の資格に関する事項が監査項目に

なったことはなく、少なくとも資格の不正取得の発見に資する内容の監査ができ

ていなかった。 

 

カ 資格に関するリスクマネジメントの不足 

  能美防災グループにおいては、上記イのとおり、いわゆる「性善説」で物事を

考える傾向の社員気質が存在し、資格の不正取得が発生し得る前提でのリスクマ

ネジメントが全般的に不足していたと考えられる。 

  また、リスクマネジメント委員会に関しても、資格の不正取得のリスクについ

て議論がなされた状況はほとんど見受けられず、資格に関するリスクを十分に把

握できていなかったことが認められる。 

 

キ 役員のリスク感度及びリスク認識の問題 

  能美防災において、長年にわたって本件不正が発生・継続してきたにもかかわ

らず、本調査に至るまで取締役も執行役員も誰ひとり、本件不正を発見すること

ができなかった。エンジニアリング本部で中核的な役割を歴任してきた取締役や

執行役員であっても本件不正を認識していなかった旨を述べているばかりか、他

社事案を把握するに至っても、能美防災グループで同種の問題が発生しているの

ではないかという問題意識や危機感を持つことができておらず、役員のリスク感

度及びリスク認識に問題があったことが認められる。 

  監査役会及び監査等委員会においても、本件内部通報の件が報告されるまで、

監理技術者等の資格取得に係る実務経験の不正のリスクについて、何らの議論も

なされていなかった。特に、2020 年から 2021 年頃に他社における資格の不正取

得事案が発覚し、その後当該事案に関する調査報告書が公表されるに至っていた

が、他社事案が報じられていたにもかかわらず、能美防災グループで同種の問題

が発生しているのではないかという問題意識や危機感を持つことができていな

かった点は、リスク感度及びリスク認識に問題があったことが認められる。 

 

ク 支社・グループ会社へのモニタリング不足 

  CSR 推進室は、支社及びグループ会社の従業員に対しても、本社従業員同様に

コンプライアンス研修を実施しており、また、支社に関しては、社内通達も発出

し、資格の不正取得や実務経験要件に関する注意喚起を行っていた。しかし、CSR

推進室がそれ以上に資格取得過程をチェックしたことはなく、モニタリングが不

足していた。 

  また、支社やグループ会社に対する内部監査自体はなされていたものの、監査

項目に監理技術者等の資格に関する事項は含まれておらず、資格取得過程に関し
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ては監査対象とされていなかった。そのため、支社やグループに対する内部監査

に関しても、モニタリングが不足していた。 

 

４．再発防止策の提言 

（１）能美防災グループにおける社員気質の改善 

   能美防災グループの社員気質として（ⅰ）上司に追従する、（ⅱ）変化を好まず

慣行を重視する、（ⅲ）性善説で物事を考える傾向が認められる。このような社員

気質は、防災事業という堅実さと安定が求められる事業に携わる企業としての長い

年月をかけて積み上げられてきた伝統を守り、平時の業務を円滑に遂行するという

観点からは長所になり得るものの、先輩従業員や上司の行ってきた不正に異を唱え

ないどころか踏襲してしまう、不正の疑いや違和感を持ったとしても長年継続して

いたことを理由に安易に受け入れてしまう、自社の役員及び従業員が不正をするこ

となどないだろうと軽信して不正発見が遅れてしまうといったリスクを孕んでい

る。 

   その上で、能美防災グループの社員気質を改善していく上では、自社の社員気質

の長所は維持しつつ、並存しているリスクを可能な限り低減することを目指すべき

であり、（ⅰ）上司や先輩従業員にも間違っていることを指摘できる雰囲気を作る

こと、（ⅱ）コンプライアンスを重視する社会・時代の変化に順応すること、及び

（ⅲ）従業員の真面目さ・誠実さを信頼しつつ、善良な者も状況や環境によっては

不正に手を染めてしまうこともあり得るという意味での「性弱説」の発想を持つこ

とがそのための鍵になると考える。 

このような社員気質の改善は一朝一夕でできるものではなく、経営のトップであ

る代表取締役がリーダーシップを発揮して迅速かつ適切に再発防止策を実行する

とともに、本気で社員気質を改革する姿勢を能美防災グループの全ての役員及び従

業員に対して示し続ける必要がある 。 

代表取締役を中心とする経営陣が社員気質の改善を確実に実行するためのロー

ドマップを作成し、それを各事業部門の責任者が現場ごとの実情を踏まえながら具

体策を立案・実行するなどして、社員気質の改善を断行する旨のトップメッセージ

を具現化すべく、自身の所管する部門での社員気質の改善の浸透を図るべきである。 

 

（２）コンプライアンス教育の見直し 

   能美防災グループにおける従前のコンプライアンス教育の内容を見直し、資格の

目的や要件等の基礎知識の習得は当然として、規範意識の向上を目的とした、資格

の不正取得の予防に資するコンプライアンス教育を行うべきである。 

 

（３）組織の閉鎖性の解消 
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   本件では、エンジニアリング本部の閉鎖性が、エンジニアリング本部に所属する

者の規範意識の鈍麻や、本件不正の発生・継続の一因となっていたと考えられる。 

   そこで、例えば、本部を跨いだ管理職レベルの定期的な人員異動を実施すること

も検討に値する。また、内部通報制度の周知徹底や疑問の声を上げやすい職場環境

づくり、下記（５）のリスク管理部門や CSR 推進室等の本部横断的な部門による横

串機能の強化等、閉鎖性を解消するための地道な取組も重要である。 

 

（４）資格要件に関するチェック体制の整備・強化 

  ア 資格要件に関するチェックを行う部署の創設 

  能美防災では、従業員が各種資格を取得する際に、施工部門及び営業部門の関

与のみで手続が完結する形で運用されており、他部署による手続の適法性や受検

資格及び資格要件の具備に関するチェックは行われていなかった。 

再発防止のためには、まず、各施工部門等において、誰がどの工事に従事して

いたのかを証憑資料と併せて正確に管理・保存するとともに、資格申請や受検を

する際には、それらの情報に容易にアクセスできる仕組みを構築する必要がある。

そして、それらの情報をベースとして、資格要件に関するチェックを行う部署を

創設する、又は既存の部署にそのような機能を持たせることにより、従業員が資

格を取得する際には必ず当該部署によるチェックが行われる体制を整備すべき

である 。 

 

  イ 内部監査における監査項目の見直し 

  資格取得に関する内部監査を適切に機能させるために、内部監査部門において

は、監督官庁からの通達や他社事案なども踏まえて適切にリスクの把握及び評価

を行うことができるようリスクの識別・評価手法につき抜本的な見直しを行うべ

きである。その上で、監理技術者等の資格に関する事項を監査項目に加えるとと

もに、監査すべき事項に抜け漏れが生じるのを防止するために、定期的に監査項

目の見直しを行うべきである。 

 

（５）リスク管理体制の強化 

   資格に関するリスクマネジメントの問題の本質は、自社グループに内在するリス

クを探知できなかったという点にあり、リスク管理の在り方を見直さなければ、新

たなリスクの見落としが発生してしまう危険がある。 

そのため、能美防災グループは、リスク管理体制を強化し、リスク管理の在り方

を抜本的に見直す必要がある。 

まず、リスクマネジメント委員会は、能美防災グループの全てのリスクを統括す

る、いわば司令塔の役割が期待され、これまで以上に能美防災グループが抱えるリ
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スクを先回りして把握できるよう、その機能を強化する必要がある。 

また、リスク管理体制をより強化するために、CSR 推進室を増員する、又は、リ

スク管理に特化した専門部署を新設して、組織横断的なリスク管理を担わせること

も一案である。 

 

（６）役員の抜本的な意識改革 

   能美防災の役員らの資格に関連するリスク感度及びリスク認識が不十分であっ

たため、上場企業の役員として相応しいリスク感度や規範意識を身につけるべく抜

本的な意識改革を行う必要がある。 

役員の意識改革の方法としては、コンプライアンス研修の実施が考えられるが、

その内容や方法は従業員向けのコンプライアンス研修とは別に検討する必要があ

る。 

研修内容に関しては、役員としての義務や法的責任、ガバナンス、内部統制等の

役員の規範意識のバックボーンになり得る基礎知識の習得に加えて、経営を担う責

任ある立場としてのインテグリティ（誠実・真摯・高潔） と言った意識面の内容

も充実させるべきである。また、他社の不祥事事案の検証等もリスク感度を高める

という観点から有用である。 

 

（７）支社・グループ会社に対するモニタリングの強化 

   本調査においては、能美防災の本社だけでなく支社やグループ会社においても資

格取得に係る実務経験の不備・不正が発生していることが確認されているところ、

本社による支社やグループ会社における資格取得過程へのモニタリングが不足し

ていたことが、支社やグループ会社における本件不正の発生・継続の一因になって

いたことが認められる。 

そこで、資格取得に関する牽制が支社・グループ会社にも働くよう、支社・グル

ープ会社に対するモニタリングの強化を図るべきである。今後は上記（４）アの資

格要件に関するチェックを行う部署が受検資格及び資格要件に関するチェックを

支社・グループ会社についても行うことを検討すべきである。また、これまで能美

防災の内部統制監理室による支社・グループ会社に対する内部監査では、資格取得

過程は監査対象とされていなかったが、今後は監査項目に監理技術者等の資格に関

する事項を加え、資格取得過程を監査対象とすることを検討するべきである。 

 

■再発防止策について 

弊社といたしましては、外部調査委員会の指摘を真摯に受け止め、速やかに再発防止

策を検討するため対策本部を設置し、再発防止策を策定する予定です。 
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■業績に与える影響について 

 本件による業績への影響は、現時点では不明でありますが、今後、業績に重大な影響

が見込まれる場合は、速やかにお知らせいたします。 

 

■報道関係者のお問合せ先 

 広報室 03-3265-0230 

 

以 上 




























































































































































